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　県では、「土砂災害防止法」に基づき、がけ崩れや土

石流、地すべりの発生するおそれがある町内の危険箇

所の調査を実施しました。今後、この調査に基づき特

に土砂災害の危険性が高いと判断された地域について

は、「土砂災害警戒区域」と「土砂災害特別警戒区域」

の指定を行ます。

　この区域に指定されると、土砂災害に対する警戒避

難体制の整備が図られる一方、建築物の建築規制や特

定の施設の建築に許可が必要になるなど、土地の利用

が一定の範囲で制限されることになります。

　この調査についての結果や土砂災害警戒区域などの

指定についてご理解いただくため、１１月６日から各地

区で説明会を行います。対象となる区域にお住まいの

方にはご案内を送付しますので、ご参加ください。

※開催日時と場所はご案内に記載されています。

◆問い合わせ　宮古地方振興局土木部（察６４－２２２１）、

町地域整備課土木チーム（察８２－３１１１内線２４３）へ。

　土砂災害（がけ崩れ、土石流、地すべり）から住民

の生命を守るために、調査により土砂災害が発生する

おそれがある区域を明らかにし、警戒避難体制の整備

や一定の行為の規制を行う法律です。

◎調査の結果、次の区域に指定されると…

◇警戒避難体制の整備…災害情報の伝達や避難が早く

できるよう、警戒避難体制の整備が図られます。

土砂災害特別警戒区域
◇建築物の構造規制…想定される衝撃に対し、建築物

が安全か建築確認されます。

◇特定の開発行為に対する許可制…住宅宅地分譲や、

老人ホーム、病院など災害弱者関連施設の建築を行

う際に許可が必要になります。

◇建築物の移転…著しい損壊が生じるおそれのある建

築物の所有者に対し、移転するよう勧告が行われます。

土砂災害警戒区域

◎土砂災害防止法とは…
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土砂災害の防止対策に関する

住民説明会を開催します


